
単体決算の状況
●主要な経営指標等の推移

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
経常収益 百万円 85,838 85,086 77,300 78,231 71,785
うち信託報酬 百万円 － － － － 24

経常利益 百万円 20,971 19,208 9,243 8,977 7,728
当期純利益 百万円 13,667 11,740 9,006 6,594 4,597
資本金 百万円 36,166 46,773 46,773 46,773 46,773
発行済株式総数 千株 353,318 418,318 41,831 41,831 41,831
純資産額 百万円 263,854 287,590 288,958 288,743 275,628
総資産額 百万円 5,321,153 5,621,275 5,673,113 5,746,914 5,891,313
預金残高 百万円 4,541,597 4,775,887 4,909,330 5,037,444 5,146,911
貸出金残高 百万円 3,683,671 3,868,530 4,042,114 4,133,487 4,203,160
有価証券残高 百万円 1,336,979 1,451,014 1,325,869 1,238,834 1,284,410
1株当たり純資産額 円 758.60 6,882.07 6,914.08 6,908.34 6,593.39
1株当たり配当額
(内1株当たり中間配当額)

円
(円)

8.00
(3.50)

7.00
(3.50)

38.50
(3.50)

70.00
(35.00)

70.00
(35.00)

1株当たり当期純利益 円 39.31 332.10 215.59 157.85 110.04
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益 円 39.26 331.70 215.36 157.66 109.88

自己資本比率 ％ 4.95 5.11 5.09 5.02 4.67
単体自己資本比率
(国内基準) ％ 9.80 9.36 8.98 7.87 7.76

自己資本利益率 ％ 5.23 4.26 3.12 2.28 1.63
株価収益率 倍 8.64 9.96 12.42 14.57 19.76
配当性向 ％ 20.35 21.07 32.46 44.34 63.61
従業員数
[外、平均臨時従業員数] 人 2,831

〔804〕
2,846
〔770〕

2,895
〔753〕

2,900
〔738〕

2,813
〔726〕

信託財産額 百万円 － － － － 980
信託勘定貸出金残高 百万円 － － － － －
信託勘定有価証券残高 百万円 － － － － －

（注）1. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
2. 2019年度中間配当についての取締役会決議は2019年11月８日に行いました。
3. 2015年度の1株当たり配当額のうち1円は創立120周年記念配当であります。
4. 自己資本比率は、(期末純資産の部合計－期末新株予約権)を期末資産の部の合計で除して算出しております。

 

5. 当社は、2017年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。1株当たり純資産額、1株当たり当
期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、2016年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して算定し
ております。

 

6. 当社は、2017年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。2017年度の1株当たり配当額
38.50円は、中間配当額3.50円と期末配当額35.00円の合計となり、中間配当額3.50円は株式併合前の配当額、期末配当額35.00
円は株式併合後の配当額となります。

 

7. 単体自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しておりま
す。当社は、国内基準を適用しております。
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単体決算の状況
●貸借対照表

(単位：百万円)

科目 2018年度 2019年度
（2019年3月31日） （2020年3月31日）

(資  産  の  部)
現金預け金 245,544 278,012
現金 74,867 71,544
預け金 170,676 206,468
コールローン 8,478 4,890
買入金銭債権 3,371 3,151
商品有価証券 1,173 551
商品国債 565 236
商品地方債 506 315
商品政府保証債 101 ー
金銭の信託 3,000 4,983
有価証券 1,238,834 1,284,410
国債 91,269 85,744
地方債 429,278 454,259
社債 360,371 359,829
株式 117,816 102,284
その他の証券 240,098 282,293
貸出金 4,133,487 4,203,160
割引手形 16,306 13,390
手形貸付 136,067 128,745
証書貸付 3,579,867 3,639,752
当座貸越 401,245 421,271
外国為替 6,686 9,290
外国他店預け 5,332 8,261
買入外国為替 746 578
取立外国為替 607 450
その他資産 53,915 52,766
未決済為替貸 1,301 619
前払費用 174 248
未収収益 4,410 4,229
先物取引差入証拠金 197 188
先物取引差金勘定 2 ー
金融派生商品 4,962 4,407
その他の資産 42,865 43,073
有形固定資産 30,672 30,315
建物 10,405 10,193
土地 17,189 17,196
リース資産 893 811
建設仮勘定 58 76
その他の有形固定資産 2,126 2,037

無形固定資産 8,818 7,077
ソフトウエア 8,020 6,322
その他の無形固定資産 797 755

前払年金費用 9,355 9,498
支払承諾見返 22,577 18,901
貸倒引当金 △19,000 △15,696
資産の部合計 5,746,914 5,891,313

(単位：百万円)

科目 2018年度 2019年度
（2019年3月31日） （2020年3月31日）

(負  債  の  部)
預金 5,037,444 5,146,911
当座預金 313,481 329,703
普通預金 2,605,758 2,754,589
貯蓄預金 46,867 45,971
通知預金 10,288 10,627
定期預金 1,987,159 1,907,110
その他の預金 73,887 98,909
譲渡性預金 71,415 63,488
コールマネー 9,989 4,897
売現先勘定 33,774 39,302
債券貸借取引受入担保金 77,299 86,430
借用金 150,539 211,292
借入金 150,539 211,292
外国為替 669 453
売渡外国為替 613 366
未払外国為替 55 87
信託勘定借 ー 980
その他負債 34,229 27,820
未決済為替借 2,039 1,294
未払法人税等 427 954
未払費用 4,998 3,209
前受収益 791 1,120
金融派生商品 4,316 4,254
金融商品等受入担保金 7,955 2,497
リース債務 898 817
資産除去債務 164 166
その他の負債 12,637 13,506
賞与引当金 1,568 1,504
退職給付引当金 915 1,317
睡眠預金払戻損失引当金 314 299
ポイント引当金 780 743
繰延税金負債 14,503 9,191
再評価に係る繰延税金負債 2,151 2,151
支払承諾 22,577 18,901
負債の部合計 5,458,171 5,615,684
(純 資 産 の 部)

資本金 46,773 46,773
資本剰余金 36,034 36,034
資本準備金 36,034 36,034
利益剰余金 151,186 152,854
利益準備金 13,536 13,536
その他利益剰余金 137,649 139,318
別途積立金 110,578 115,578
繰越利益剰余金 27,071 23,740

自己株式 △211 △192
株主資本合計 233,782 235,469
その他有価証券評価差額金 47,328 36,157
繰延ヘッジ損益 4,974 1,331
土地再評価差額金 2,504 2,504
評価・換算差額等合計 54,807 39,993
新株予約権 153 165
純資産の部合計 288,743 275,628
負債及び純資産の部合計 5,746,914 5,891,313

会社法第435条第2項に定める当社の計算書類は、会社法第396条第1項の定めにより、有限責任 あずさ監査法人の監査を受けており
ます。
また、当社の財務諸表、すなわち貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に
基づき、有限責任 あずさ監査法人の監査証明を受けております。
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単体決算の状況
●損益計算書

(単位：百万円)

科目
2018年度 2019年度

(2018年4月 1 日から2019年3月31日まで) (2019年4月 1 日から2020年3月31日まで)
経常収益 78,231 71,785
資金運用収益 57,202 53,989
貸出金利息 39,087 37,539
有価証券利息配当金 13,211 11,045
コールローン利息 144 96
預け金利息 24 24
金利スワップ受入利息 4,613 5,197
その他の受入利息 121 86
信託報酬 ー 24
役務取引等収益 11,412 12,244
受入為替手数料 3,231 3,537
その他の役務収益 8,181 8,706
その他業務収益 5,618 2,998
外国為替売買益 347 359
国債等債券売却益 4,902 2,638
その他の業務収益 368 0
その他経常収益 3,997 2,528
貸倒引当金戻入益 12 ー
株式等売却益 3,215 2,134
金銭の信託運用益 17 1
その他の経常収益 751 391

経常費用 69,254 64,057
資金調達費用 6,374 4,716
預金利息 1,406 1,083
譲渡性預金利息 16 13
コールマネー利息 369 165
売現先利息 483 750
債券貸借取引支払利息 2,100 1,361
借用金利息 1,694 1,340
社債利息 56 ー
金利スワップ支払利息 246 0
その他の支払利息 1 0
役務取引等費用 7,067 7,155
支払為替手数料 668 664
その他の役務費用 6,398 6,490
その他業務費用 6,223 2,520
商品有価証券売買損 5 5
国債等債券売却損 4,215 199
国債等債券償却 ー 1,461
社債発行費償却 44 ー
金融派生商品費用 1,743 852
その他の業務費用 215 ー
営業経費 46,757 46,547
その他経常費用 2,831 3,117
貸倒引当金繰入額 ー 206
貸出金償却 29 28
株式等売却損 1,034 635
株式等償却 1,036 1,694
金銭の信託運用損 ー 14
その他の経常費用 730 538

経常利益 8,977 7,728

(単位：百万円)

科目
2018年度 2019年度

(2018年4月 1 日から2019年3月31日まで) (2019年4月 1 日から2020年3月31日まで)
特別利益 442 0
固定資産処分益 184 0
収用補償金 258 ー
特別損失 530 543
固定資産処分損 255 297
減損損失 274 245
税引前当期純利益 8,889 7,185
法人税、住民税及び事業税 1,853 1,866
法人税等調整額 441 721
法人税等合計 2,294 2,587
当期純利益 6,594 4,597
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単体決算の状況
●株主資本等変動計算書
2018年度（2018年4月1日から2019年3月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 46,773 36,034 36,034 13,536 105,578 28,226 147,340 △216 229,932
当期変動額
剰余金の配当 △2,924 △2,924 △2,924
当期純利益 6,594 6,594 6,594
自己株式の取得 △4 △4
自己株式の処分 △0 △0 9 8
別途積立金の積立 5,000 △5,000 ー ー
土地再評価差額金の取崩 176 176 176
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ー ー ー ー 5,000 △1,154 3,845 4 3,849
当期末残高 46,773 36,034 36,034 13,536 110,578 27,071 151,186 △211 233,782

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 49,025 7,186 2,680 58,892 133 288,958
当期変動額
剰余金の配当 △2,924
当期純利益 6,594
自己株式の取得 △4
自己株式の処分 8
別途積立金の積立 ー
土地再評価差額金の取崩 176
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,697 △2,211 △176 △4,084 20 △4,064

当期変動額合計 △1,697 △2,211 △176 △4,084 20 △214
当期末残高 47,328 4,974 2,504 54,807 153 288,743

2019年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで） (単位：百万円)
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 46,773 36,034 36,034 13,536 110,578 27,071 151,186 △211 233,782
当期変動額
剰余金の配当 △2,924 △2,924 △2,924
当期純利益 4,597 4,597 4,597
自己株式の取得 △3 △3
自己株式の処分 △4 △4 22 17
別途積立金の積立 5,000 △5,000 ー ー
土地再評価差額金の取崩 0 0 0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ー ー ー ー 5,000 △3,331 1,668 19 1,687
当期末残高 46,773 36,034 36,034 13,536 115,578 23,740 152,854 △192 235,469

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 47,328 4,974 2,504 54,807 153 288,743
当期変動額
剰余金の配当 △2,924
当期純利益 4,597
自己株式の取得 △3
自己株式の処分 17
別途積立金の積立 ー
土地再評価差額金の取崩 0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △11,170 △3,643 △0 △14,814 11 △14,802

当期変動額合計 △11,170 △3,643 △0 △14,814 11 △13,114
当期末残高 36,157 1,331 2,504 39,993 165 275,628
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単体決算の状況
●注記事項（2019年度）
重要な会計方針
1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法によ
り算定）により行っております。

2. 有価証券の評価基準及び評価方法
 

(1) 　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動
平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式について
は移動平均法による原価法、その他有価証券については原
則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は
主として移動平均法により算定）、ただし時価を把握する
ことが極めて困難と認められるものについては移動平均法
による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資
産直入法により処理しております。

 

(2) 　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託にお
いて信託財産として運用されている有価証券の評価は、時
価法により行っております。

3.デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4.固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）
　有形固定資産は、定率法（ただし、2016年4月1日以後
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を
採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物　　　3年～60年
　その他　　3年～20年

(2) 無形固定資産
　無形固定資産は、定額法により償却しております。な
お、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。

(3) リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係る「有形固定
資産」中のリース資産は、自己所有の固定資産に適用する
償却方法と同一の方法により償却しております。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固
定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした
定額法により償却しております。なお、残存価額について
は、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残
価保証額とし、それ以外のものは零としております。

5.繰延資産の処理方法
　社債発行費は資産として計上し、社債の償還期間にわたり定
額法により償却しております。

6.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換
算額を付しております。

7.引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、
次のとおり計上しております。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び
貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協
会銀行等監査特別委員会報告第4号 令和2年3月17日）に
規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権につ

いては、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間の
予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、1年
間又は3年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実
績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づ
き損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて
算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権につい
ては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による
回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額
を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相
当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上し
ております。特定海外債権については、対象国の政治経済
情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘
定として計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関
連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監
査部署が査定結果を監査しております。

(2) 投資損失引当金
　投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有
価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められ
る額を計上しております。

(3) 賞与引当金
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、
従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰
属する額を計上しております。

(4) 退職給付引当金
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務
の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損
益処理方法は次のとおりであります。

 

過去勤務費用　　：その発生時の従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数（5年）による
定額法により損益処理

 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均
残存勤務期間内の一定の年数（14
年）による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌事業年度から
損益処理

(5) 睡眠預金払戻損失引当金
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金に
ついて、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻
請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計
上しております。

(6) ポイント引当金
　ポイント引当金は、ポイント制サービス「サンクスポイ
ント・プレゼント」におけるサンクスポイントが将来費消
された場合の負担に備えるため、当事業年度末において将
来利用される見込額を合理的に見積り、必要と認められる
額を計上しております。

8.ヘッジ会計の方法
(1) 金利リスク・ヘッジ

　金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会
計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関
する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業
種別監査委員会報告第24号 平成14年2月13日）に規定す
る繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価は、
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キャッシュ・フローを固定するヘッジについて、ヘッジ対
象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により行
っております。
　なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特
例処理を行っております。

(2) 為替変動リスク・ヘッジ
　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対す
るヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の
会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別監査委員会報告第25号 平成14年7月29
日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効
性評価は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺
する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等
をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務
等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在する
ことを確認することにより行っております。

9. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
(1) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去
勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれ
らの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税(以下、「消費税等」という。)の
会計処理は、税抜方式によっております。
　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年
度の費用に計上しております。

貸借対照表関係
1. 関係会社の株式又は出資金の総額

株式 2,838百万円
出資金 929百万円

2. 貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりであり
ます。
破綻先債権額 1,724百万円
延滞債権額 41,488百万円

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期
間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て
又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった
貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計
上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令
第97号）第96条第1項第3号イからホまでに掲げる事由又は同
項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻
先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として
利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

3. 貸出金のうち3カ月以上延滞債権額は次のとおりであります。
3カ月以上延滞債権額 72百万円

　なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約
定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権
及び延滞債権に該当しないものであります。

4. 貸出金のうち貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
貸出条件緩和債権額 12,135百万円

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の
返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ
た貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該
当しないものであります。

 

5. 破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条
件緩和債権額の合計額は次のとおりであります。
合計額 55,420百万円

　なお、上記2.から5.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の
金額であります。

 

6. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する
会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査
委員会報告第24号 平成14年2月13日）に基づき金融取引とし
て処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入
外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分で
きる権利を有しておりますが、その額面金額は次のとおりであ
ります。
額面金額 13,968百万円

7. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
預け金 60百万円
有価証券 413,958百万円
その他の資産 400百万円
計 414,419百万円

担保資産に対応する債務
預金 45,036百万円
売現先勘定 39,302百万円
債券貸借取引受入担保金 86,430百万円
借用金 211,262百万円
支払承諾 54百万円

　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠
金等の代用として、次のものを差し入れております。
有価証券 1,428百万円
その他の資産 3百万円

　また、その他の資産には、保証金及び敷金が含まれておりま
すが、その金額は次のとおりであります。
中央清算機関差入証拠金 40,000百万円
保証金 365百万円
敷金 661百万円

　なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品会計基準
適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第24号 平成14年2月13日）に基づき
金融取引として処理しておりますが、当事業年度末において該
当するものはありません。

 

8. 現先取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）
担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券は次
のとおりであります。
処分せずに自己保有している有価証券 347百万円
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9. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、
顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定され
た条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付
けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未
実行残高は次のとおりであります。
融資未実行残高 1,356,078百万円
うち原契約期間が1年以内のもの（又は任意の時期に無条
件で取消可能なもの） 1,290,405百万円

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するも
のであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来
のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。こ
れらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその
他相当の事由があるときは、当社が実行申し込みを受けた融資
の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付
けられております。また、契約時において必要に応じて不動
産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め
定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応
じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

 

10. 有形固定資産の圧縮記帳額
圧縮記帳額 1,348百万円
(当該事業年度の圧縮記帳額) (ー百万円)

 

11. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法
第2条第3項）による社債に対する保証債務の額 23,745百万円

 

12. 元本補填契約のある信託の元本金額は次のとおりであります。
金銭信託 980百万円

税効果会計関係
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 3,457百万円
有価証券 2,012百万円
減価償却額 1,083百万円
退職給付引当金 460百万円
賞与引当金 449百万円
その他 1,623百万円

繰延税金資産小計 9,086百万円
評価性引当額 △2,828百万円
繰延税金資産合計 6,257百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △14,865百万円
その他 △583百万円

繰延税金負債合計 △15,449百万円
繰延税金資産（負債）の純額 △9,191百万円

 
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に
重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別
の内訳
法定実効税率 29.9％
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.0％
住民税均等割等 0.8％
評価性引当額の増減 7.5％
その他 △0.5％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.0％

重要な後発事象
　該当事項はありません。
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2018年度 2019年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

資金運用収支 47,723 3,105 50,828 46,789 2,484 49,273
信託報酬 － － － 24 － 24
役務取引等収支 4,229 115 4,345 4,953 135 5,089
その他業務収支 4,687 △5,292 △604 845 △366 478
業務粗利益 56,640 △2,071 54,569 52,612 2,252 54,865
業務粗利益率 1.11% △0.67% 1.02% 1.02% 0.83% 1.02%
（注）資金運用収支は金銭の信託運用見合費用を控除して表示しております。

●業務純益 (単位：百万円)

2018年度 2019年度
業務純益 8,400 9,760
実質業務純益 8,400 9,157
コア業務純益 7,712 8,180
コア業務純益（投資信託解約損益を除く） 7,274 7,703
（注）1. 実質業務純益　＝　業務純益　＋　一般貸倒引当金繰入額

2. コア業務純益　＝　実質業務純益　－　国債等債券損益

●資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り (単位：億円)

2018年度 2019年度
平均残高 利　息 利回り（％） 平均残高 利　息 利回り（％）

国内業務
部門

資金運用勘定 (723) (0) (462) (0)
51,004 492 0.96 51,563 476 0.92

うち貸出金 39,694 361 0.91 40,228 348 0.86
うち有価証券 10,291 84 0.81 10,589 74 0.70
資金調達勘定 50,772 15 0.03 51,999 8 0.01
うち預金 49,082 11 0.02 50,277 8 0.01

国際業務
部門

資金運用勘定 3,066 79 2.59 2,688 64 2.38
うち貸出金 1,036 29 2.84 957 26 2.77
うち有価証券 1,901 47 2.52 1,600 36 2.25

資金調達勘定 (723) (0) (462) (0)
3,073 48 1.57 2,683 39 1.45

うち預金 357 2 0.59 426 2 0.65

合計

資金運用勘定 53,348 572 1.07 53,789 539 1.00
うち貸出金 40,730 390 0.95 41,186 375 0.91
うち有価証券 12,193 132 1.08 12,190 110 0.90
資金調達勘定 53,122 63 0.11 54,221 47 0.08
うち預金 49,439 14 0.02 50,703 10 0.02

（注）1. 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高を控除して表示しております。
2. 資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息を控除して表示しております。

 

3. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末ＴＴ仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用
する方式）により算出しております。

4. （　）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であります。
5. 合計欄において、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息は、相殺して記載しております。

●受取利息・支払利息の増減 (単位：百万円)

2018年度 2019年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

受取利息
残高による増減 664 △1,567 △902 763 △950 △186
利率による増減 △1,648 1,737 88 △2,432 △593 △3,026
純増減 △984 170 △813 △1,669 △1,543 △3,213

支払利息
残高による増減 25 △1,012 △987 19 △235 △215
利率による増減 △878 1,594 716 △777 △664 △1,442
純増減 △853 581 △271 △758 △899 △1,658

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。
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●利益率 (単位：％)

2018年度 2019年度
総資産経常利益率 0.16 0.13
資本経常利益率 3.69 3.12
総資産当期純利益率 0.11 0.08
資本当期純利益率 2.71 1.86

（注）1. 総資産経常（当期純）利益率＝ 経常（当期純）利益 ×100総資産（除く支払承諾見返）平均残高

2. 資本経常（当期純）利益率＝ 経常（当期純）利益 ×100純資産（除く新株予約権）平均残高

●役務取引の状況 (単位：百万円)

2018年度 2019年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

役務取引等収益 11,221 190 11,412 12,039 204 12,244
うち為替業務 3,080 150 3,231 3,363 174 3,537
役務取引等費用 6,991 75 7,067 7,086 68 7,155
うち為替業務 642 25 668 642 22 664

●その他業務収益の内訳 (単位：百万円)

2018年度 2019年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

外国為替売買益 ― 347 347 ― 359 359
商品有価証券売買益 ― ― ― ― ― ―
国債等債券売却益 4,897 5 4,902 2,223 414 2,638
国債等債券償還益 ― ― ― ― ― ―
その他の業務収益 368 ― 368 0 ― 0
合計 5,266 352 5,618 2,224 774 2,998

●営業経費の内訳 (単位：百万円)

2018年度 2019年度
給料・手当 21,287 20,881
退職給付費用 1,368 1,611
福利厚生費 228 224
減価償却費 4,675 4,742
土地建物機械賃借料 1,435 1,443
営繕費 195 178
消耗品費 493 493
給水光熱費 386 372
旅費 127 114
通信費 1,177 1,184
広告宣伝費 556 556
諸会費・寄付金・交際費 435 439
租税公課 2,381 2,355
その他 12,006 11,947
合計 46,757 46,547
（注）損益計算書中「営業経費」の内訳であります。
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